
４．調査・試験 

 

４－１．コア抜き試験 

 
業務名：第二阪和国道橋梁調査検討業務（平成 20年度） 
発注者：浪速国道事務所 
 
上記のコア抜き調査については、委員会でコア抜き箇所、試験内容について検討を行っ

た。 
委員会では基本方針として以下を決定している。 
 
 
 
 
 
 

 
 具体的な方針は次のとおりである。 
・コア採取箇所は損傷部 10箇所、健全部 10箇所とする（コア総本数は 63本）。 
・圧縮強度試験・静弾性試験は全ての採取箇所で実施。 
・単位重量試験、岩種判定、骨材試験、配合推定はプラントと骨材の組み合わせで区分さ

れる 9箇所で実施する。 
  

 以下に試験結果の概要を示す。また、各試験結果を４－１－１以降に示す。 

 

 

  
 
 
 
 
 
 
 
 
 

・コア抜きは、既設構造物への負荷と必要となる試験数のバランスを考え、過不足ない

本数とする。 
・調査試験は、損傷を引き起こす可能性のある原因を概ね包括するものとする。 
・コンクリートについては、配合・プラントによる比較を行なうことができるよう、コ

ア抜き位置を選定する。  

71



 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

図４－１．コア抜き試験体による各種試験結果の概要 

 
菟砥川高架橋 石田高架橋

ひび割れパターン：主桁・横桁・橋台1方向、床版・橋脚網目状

最大幅：主桁0.8㎜、横桁0.5㎜、床版0.5㎜、橋台・橋脚0.6㎜　貫通ひび割れなし

金熊寺川高架橋 山中川東高架橋 山中川高架橋 自然田高架橋

基本方針：損傷部10箇所、健全部10箇所、合計63本（製造プラント、コンクリート規格、骨材の組み合わせで最小限確保）

圧縮強度・静弾性係数：圧縮強度は設計基準強度をクリア。
静弾性係数は「非破壊試験を用いたコンクリート構造物を用いたコンクリート構造物の健全度
診断マニュアル」の標準値はクリアしているものの、コンクリート標準示方書との比率は62.5～89.3％

引張強度試験：①試験で求められた引張強度は設計基準強度（24N/mm2)に対する引張強度を全て上回っている。
                    ②圧縮強度試験値で求めた引張強度に対しては、87.1～122.7％とばらつきがあるものの、平均値としては、94.1
                        ～105.3％とコンクリート標準示方書の算式に近い値となっている。  →異常なし

骨材試験：①有害と判定されたものは、紀の川市神通産の粗骨材である。いずれも、モルタルバー法で無害と判定されたものである。
              ②但し、和歌山県打田町神通産の粗骨材が全て有害と判定されたわけではない。（泉洋レミコン）

中性化試験：中性化残り(かぶり厚さー中性化深さ)は全て10㎜以上である。  →異常なし

塩分試験：全て腐食発生限界濃度1.2kg/m3を下回っている。  →異常なし

促進膨張試験：石田高架橋　橋台にて実施。 13週ですべて0.05%を下回っている。 →異常なし

岩種判定：①いずれも、アルカリ骨材反応の発生は認められなかった。
              ②但し、反応リムがわずかに認められたものがある。

配合推定試験：①600℃　Ig lossによる水セメント比は、配合報告書上のものに近いが、自然田高架橋の下部工（P23、P31）に
                       関しては、配合報告書よりも10％以上高い値となっている。
                    ②P23及び、P31橋脚には、いずれも幅0.2㎜を超えるひび割れが発生している。

検討対象

ひび割れ等の
現状

コア採取

コア試験
骨材試験：①有害と判定されたものは、E産の粗骨材である。何れも、モルタルバー法で無害と判定されたものである。
　　　　　　　②ただし、E産の粗骨材が全て有害と判定されたわけではない（ｄ工場）。
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表４－５．圧縮強度と静弾性係数 試験結果（その１） 

下部工 上部工 下部工 下部工

細：A産（海砂）
細：B産（砕砂）
粗：B産

細：Ｃ産（海砂）
粗：Ｄ産

細：A産（海砂）
細：B産（砕砂）
粗：B産

細：Ｃ産（海砂）
細：Ｅ産（砕砂）
粗：Ｅ産

細：Ｃ産（海砂）
細：Ｅ産（砕砂）
粗：Ｅ産

細：A産（海砂）
細：B産（砕砂）
粗：B産

細：Ｃ産（海砂）
細：Ｅ産（砕砂）
粗：Ｅ産

細：Ｃ産（海砂）
細：Ｅ産（砕砂）
粗：Ｅ産

製造プラント名 ａ工場 ｂ工場 ａ工場 ｃ工場 ｃ工場 ａ工場 ｃ工場 ｃ工場

コンクリート規格 24-8-20BB 40-12-20H 24-8-20BB 40-12-20H 40-12-20H 24-8-20BB 40-8-20H 40-8-20H

コア採取箇所
A01
橋台
竪壁

Ｐ1
橋脚
柱

A1-P1
PCポステン箱桁
主桁

P2-P3
PCポステン箱桁
主桁

P11-P12
PCポステン箱桁
主桁

P11-P12
PCポステン箱桁
横桁

部材厚さ、鉄筋間隔
（mm）

1900×250×250 2000×150×125 400×250×125 400×250×125 400×250×125 2000×250×125

ひび割れパターン 幅0.4mm　縦1方向 全て幅0.2mm以下 全て幅0.2mm以下 全て幅0.2mm以下  幅0.8mm2方向　 全て幅0.2mm以下 全て幅0.2mm以下  幅0.5mm2方向

コア本数 3 3 3 3 3 3

単位重量試験 2.31 2.25 2.21 2.25 2.17 2.20

(t/m3) 2.28 2.26 2.23 2.26 2.19 2.22

2.29 2.22 2.24 2.24 2.20 2.19

平均 2.29 2.24 2.23 2.25 2.19 2.20

36.0 37.5 64.5 59.1 52.9 69.0

39.9 37.5 60.8 68.0 56.0 69.1

41.8 37.4 63.6 61.5 59.2 69.9

設計基準強度を上回っ
ているか？ OK OK OK OK OK OK

26.6 24.3 27.4 27.4 26.4 26.8

25.0 25.0 30.0 29.3 24.6 28.3

27.9 24.6 30.5 26.5 25.4 27.0

健全度診断マニュアルに
基づいた静弾性係数の
標準値か？

OK OK 標準値無し 標準値無し 標準値無し 標準値無し

29.8 30.3 35.9 34.8 33.6 36.8

31.0 30.5 35.2 36.6 34.2 36.8

31.5 30.2 35.7 35.3 34.8 37.0

89.3% 80.3% 76.3% 78.7% 78.6% 72.8%

80.7% 82.0% 85.3% 80.1% 71.9% 76.9%

88.5% 81.4% 85.4% 75.1% 72.9% 73.0%

備考（削孔コア径） φ１００
健全部
φ７５

健全部
φ７５

φ７５
健全部
φ７５

φ７５

備考（削孔コア長） Ｌ＝７５０
健全部
Ｌ＝２００

健全部
Ｌ＝２００

Ｌ＝２００
健全部
Ｌ＝２００

Ｌ＝２００

下部工のコア抜き

上部工のコア抜き

A/B：静弾性係数比
（％）

A：静弾性係数測定試

験　　　　　（ｋN/mm
2
）

山中川高架橋

上部工上部工

B：コンクリート標準示方
書より算出した圧縮強度
に相当する静弾性係数

（ｋN/mm2）

金熊寺川高架橋 山中川東高架橋

圧縮強度（N/mm2）
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表４－６．圧縮強度と静弾性係数 試験結果（その２） 

細：Ｃ産（海砂）
細：Ｅ産（砕砂）
粗：Ｅ産

細：Ｃ産（海砂）
細：Ｅ産（砕砂）
粗：Ｅ産

細：Ｃ産（海砂）
粗：Ｄ産

細：Ｃ産（海砂）
粗：Ｄ産

細：Ｃ産（海砂）
細：Ｅ産（砕砂）
粗：Ｅ産

細：Ｃ産（海砂）
細：Ｅ産（砕砂）
粗：Ｅ産

細：Ｃ産（海砂）
細：Ｅ産（砕砂）
粗：Ｅ産

製造プラント名 ｄ工場 ｄ工場 ｂ工場 ｂ工場 ｄ工場 ｄ工場 ｄ工場

コンクリート規格 24-8-20BB 24-8-20BB 24-8-20BB 24-8-20BB 50-8-20N 30-8-20N 30-8-20N

コア採取箇所
P21
橋脚
躯体部

P23
橋脚
躯体部

P31
橋脚
躯体部

P32
橋脚
躯体部

高強度のため採取
しない。（プレビーム
桁添接部）

P14-P15
プレテンT桁
横桁

P15-P16
プレテンT桁
横桁

部材厚さ、鉄筋間隔
（mm）

2000×150×125 2000×150×125 2000×150×125 2000×150×125 600×240×215 600×240×215

ひび割れパターン 全て幅0.2mm以下  幅0.4mm2方向  幅0.3mm　2方向 全て幅0.2mm以下  幅0.3mm　縦方向 全て幅0.2mm以下

コア本数 3 3 3 3 3 3

単位重量試験 2.26 2.22 2.23 2.21 2.17 2.19

(t/m
3
) 2.27 2.24 2.26 2.23 2.19 2.19

2.25 2.27 2.21 2.25 2.20 2.19

平均 2.26 2.24 2.23 2.23 2.19 2.19

37.4 39.2 37.2 31.9 45.3 46.2

37.3 41.3 36.1 32.1 48.5 46.0

37.7 38.2 39.7 36.7 49.3 45.3

設計基準強度を上回っ
ているか？ OK OK OK OK OK OK

18.9 21.5 22.1 18.7 21.6 22.6

23.0 25.7 26.2 19.5 20.8 21.4

21.2 22.5 23.4 20.5 20.8 22.0

健全度診断マニュアルに
基づいた静弾性係数の
標準値か？

18.9のみ標準
値でない。 OK OK OK OK OK

30.2 30.8 30.2 28.6 32.1 32.2

30.2 31.3 29.8 28.6 32.7 32.2

30.3 30.5 30.9 30.0 32.9 32.1

62.5% 69.9% 73.3% 65.5% 67.4% 70.1%

76.2% 82.2% 87.8% 68.1% 63.6% 66.5%

69.9% 73.9% 75.7% 68.3% 63.3% 68.6%

備考（削孔コア径）
健全部
φ７５

φ７５ φ７５
健全部
φ７５

φ１００
健全部
φ100

備考（削孔コア長）
健全部
Ｌ＝２００

Ｌ＝２００ Ｌ＝２００
健全部
Ｌ＝２００

Ｌ＝４２０
健全部
Ｌ＝２００

下部工のコア抜き

上部工のコア抜き

上部工下部工

自然田高架橋

A/B：静弾性係数比
（％）

圧縮強度（N/mm
2
）

A：静弾性係数測定試

験　　　　　（ｋN/mm2）

B：コンクリート標準示方
書より算出した圧縮強度
に相当する静弾性係数

（ｋN/mm
2
）
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表４－７．圧縮強度と静弾性係数 試験結果（その３） 

下部工

細：A産（海砂）
細：B産（砕砂）
粗：B産

細：Ｆ産（海砂）
細：Ｅ産（砕砂）
粗：Ｇ産

細：Ｆ産（海砂）
細：Ｅ産（砕砂）
粗：Ｇ産

細：Ｆ産（海砂）
細：Ｅ産（砕砂）
粗：Ｇ産

細：Ｈ産（海砂）
細：Ｅ産（砕砂）
粗：Ｅ産

細：Ｈ産（海砂）
細：Ｅ産（砕砂）
粗：Ｅ産

細：Ｈ産（海砂）
細：Ｅ産（砕砂）
粗：Ｅ産

細：Ｈ産（海砂）
細：Ｅ産（砕砂）
粗：Ｅ産

製造プラント名 ａ工場 ｅ工場 ｅ工場 ｅ工場 ｆ工場 ｆ工場 ｆ工場 ｆ工場

コンクリート規格 24-8-20BB 50-18-20N 30-8-20N 30-8-20N 50-18-20N 30-8-20N 30-8-20N 40-8-20H

コア採取箇所
金熊寺A01橋台で、
同じプラント・規格を
採取する。

高強度のため採取
しない。（プレビーム
桁添接部）

P35-P36
プレビーム桁
横桁

P35-P36
プレビーム桁
床版

高強度のため採取
しない。（プレビーム
桁添接部）

P41-P42
PCプレテンT桁
横桁

P42-P43
PCプレテンT桁
横桁

部材厚さ、鉄筋間隔
（mm）

500×250×275 240×125×125 600×255×220 600×255×220

ひび割れパターン 全て幅0.2mm以下  幅0.35mm　亀甲状 全て幅0.2mm以下  幅0.5mm　横1方向 全て幅0.2mm以下

コア本数 3 3 3 3

単位重量試験 2.24 2.26 2.24 2.24

(t/m3) 2.24 2.27 2.23 2.25

2.26 2.24 2.21 2.22

平均 2.25 2.26 2.23 2.24

49.5 48.9 48.5 44.3

50.8 59.9 48.7 53.2

54.6 45.8 42.8 49.5

設計基準強度を上回っ
ているか？ OK OK OK OK

23.5 23.9 23.0 22.4

25.3 28.5 24.9 22.3

26.6 24.1 24.3 22.5

健全度診断マニュアルに
基づいた静弾性係数の
標準値か？

OK OK OK OK

32.9 32.8 32.7 31.9

33.2 35.0 32.7 33.6

33.9 32.2 31.6 32.9

71.4% 72.9% 70.3% 70.3%

76.3% 81.5% 76.1% 66.3%

78.4% 74.9% 77.0% 68.4%

備考（削孔コア径） 健全部
φ７５

φ７５
健全部
φ７５

φ１００

備考（削孔コア長） 健全部
Ｌ＝２００

Ｌ＝２００
健全部
Ｌ＝２００

Ｌ＝４２０

下部工のコア抜き

上部工のコア抜き

B：コンクリート標準示方
書より算出した圧縮強度
に相当する静弾性係数

（ｋN/mm2）

菟砥川高架橋

上部工

A/B：静弾性係数比
（％）

圧縮強度（N/mm2）

A：静弾性係数測定試

験　　　　　（ｋN/mm2）
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表４－８．圧縮強度と静弾性係数 試験結果（その４） 

上部工

細：Ｃ産（海砂）
細：Ｅ産（砕砂）
粗：Ｅ産

細：Ｃ産（海砂）
細：Ｅ産（砕砂）
粗：Ｅ産

細：Ｈ産（海砂）
細：Ｅ産（砕砂）
粗：Ｅ産

細：Ｈ産（海砂）
細：Ｅ産（砕砂）
粗：Ｅ産

細：Ｃ産（海砂）
粗：Ｄ産

製造プラント名 ｃ工場 ｃ工場 ｂ工場 ｆ工場 ｂ工場

コンクリート規格 24-8-20BB 24-8-20BB 24-8-20BB 24-8-20BB 30-8-20H

コア採取箇所
P66
橋脚
躯体部

P67
橋脚
躯体部

P68
橋脚
躯体部

A2
橋台
竪壁

部材厚さ、鉄筋間隔
（mm）

2000×150×125 2000×150×125 2000×150×125 1500×250×250

ひび割れパターン 全て幅0.2mm以下  幅0.4mm　亀甲状 全て幅0.2mm以下  幅0.6mm　2方向 全て幅0.2mm以下

コア本数 3 3 3 6 63

単位重量試験 2.20 2.24 2.22 2.27

(t/m
3
) 2.24 2.25 2.23 2.22

2.27 2.28 2.24 2.26

平均 2.24 2.26 2.23 2.25

39.0 38.9 35.5 35.0

32.4 40.8 34.8 34.6

36.3 35.9 40.8 35.2

設計基準強度を上回っ
ているか？ OK OK OK OK

20.7 25.0 20.1 21.0

21.3 24.8 18.6 21.7

19.4 21.0 23.0 22.8

健全度診断マニュアルに
基づいた静弾性係数の
標準値か？

19.4のみ標準
値でない。 OK OK OK

30.7 30.7 29.7 29.5

28.7 31.2 29.4 29.4

29.9 29.8 31.2 29.6

67.4% 81.5% 67.8% 71.2%

74.2% 79.6% 63.2% 73.9%

64.9% 70.5% 73.8% 77.1%

備考（削孔コア径）
健全部
φ７５

採取済み
φ７５

健全部
φ７５

全種試験
φ１００

備考（削孔コア長）
健全部
Ｌ＝２００

採取済み
Ｌ＝２００

健全部
Ｌ＝２００

全種試験
Ｌ＝３００（促進膨張）
Ｌ＝７５０（全数試験）

下部工のコア抜き

上部工のコア抜き

コア総数

石田高架橋

下部工

圧縮強度（N/mm
2
）

A：静弾性係数測定試

験　　　　　（ｋN/mm
2
）

B：コンクリート標準示方
書より算出した圧縮強度
に相当する静弾性係数

（ｋN/mm
2
）

A/B：静弾性係数比
（％）
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 図４－３は、圧縮強度とヤング係数（静弾性係数）の相関を示している。これによると、
ヤング係数はコンクリート標準示方書の標準値に対し 60％～90％の値に留まっている。
また、「非破壊試験を用いたコンクリート構造物の健全度診断マニュアル」の標準値に対して

は、概ね範囲内にあるものの下限値寄りである。  
 以上より、コア削孔の影響は多少あると考えられるが、強度に応じたヤング係数が十

分に発現しているとは言い難い状況である。 
 

24 30 40 50 60 70

Ec（ｋN/mm
2
） 25 28 31 33 35 37

ｆ’ｃｋ（N/mm
2
)

普通コンクリート

2007 年制定 コンクリート標準示方書［設計編：本編］ 表 5.2.1 コンクリートのヤング係数（抜粋） 

27以上35未満

35以上45未満

45以上55未満

静弾性係数の標準値（ｋN/mm2）

8.4～17.8

13.1～21.3

16.2～25.8

19.7～29.8

19.1～34.2

コア圧縮強度（N/mm2）

15以上21未満

21以上27未満

非破壊試験を用いたコンクリート構造物の健全度診断マニュアル 

 表解‐4.7 静弾性係数の標準値 

図４－４．ヤング係数の標準値 

図４－３．圧縮強度と静弾性係数の相関（全データ） 

圧縮強度と静弾性係数の分布

15

20
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30

35

40

20 30 40 50 60 70 80

圧縮強度（N/㎜2）

静
弾
性
係
数
（
ｋ
N
/
㎜
2
）

コンクリート標準示方書

コンクリート標準示方書×90％

コンクリート標準示方書×80％

コンクリート標準示方書×70％

コンクリート標準示方書×60％

検全度診断マニュアル

金熊寺A01

山中川東P1（健全）

山中川東A1－P1（健全）

山中川東P2－P３

山中川P11-P12主桁（健全）

山中川P11-P12横桁

自然田P21（健全）

自然田P23

自然田P31

自然田P32（健全）

自然田P14-P15

自然田P15-P16（健全）

菟砥川P35-36横桁（健全）

菟砥川P35-36床版

菟砥川P41-P42（健全）

菟砥川P42-P43

石田P66（健全）

石田P67 

石田P68（健全）

石田A2
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 図４－５は健全部、図４－６は変状部から採取したデータの分布を示す。これらによる
と、コンクリートが損傷を受けているか否かは、ヤング係数の発現にあまり影響してい

ないように見受けられる。 

圧縮強度と静弾性係数の分布（健全部）

15
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25
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35

40

20 30 40 50 60 70 80

圧縮強度（N/㎜2）

静
弾
性
係
数
（
ｋ
N
/
㎜
2
）

コンクリート標準示方書

コンクリート標準示方書×90％

コンクリート標準示方書×80％

コンクリート標準示方書×70％

コンクリート標準示方書×60％

山中川東P1（健全）

山中川東A1－P1（健全）

山中川P11-P12主桁（健全）

自然田P21（健全）

自然田P32（健全）

自然田P15-P16（健全）

菟砥川P35-36横桁（健全）

菟砥川P41-P42（健全）

石田P66（健全）

石田P68（健全）

図４－５．圧縮強度と静弾性係数の相関（健全部データ） 

圧縮強度と静弾性係数の分布（損傷部）

15

20

25

30

35

40

20 30 40 50 60 70 80

圧縮強度（N/㎜2）

静
弾
性
係
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（
ｋ
N
/
㎜
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）

コンクリート標準示方書

コンクリート標準示方書×90％

コンクリート標準示方書×80％

コンクリート標準示方書×70％

コンクリート標準示方書×60％

金熊寺A01

山中川東P2－P３

山中川P11-P12横桁

自然田P23

自然田P31

自然田P14-P15

菟砥川P35-36床版

菟砥川P42-P43

石田P67 

石田A2

図４－６．圧縮強度と静弾性係数の相関（変状部データ） 
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 図４－７は粗骨材の産地別の分布を示す。Ｂ産（×）以外のデータは、コンクリート標
準示方書に示される標準値の 80％を上回ることは殆どなく、70％を中心とした分布であ
ることが分かる。 

図４－７．圧縮強度と静弾性係数の相関（粗骨材産地別） 
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コンクリート標準示方書×90％

コンクリート標準示方書×80％

コンクリート標準示方書×70％

コンクリート標準示方書×60％

　×　Ｂ産
　●　Ｅ産
　▲　Ｇ産
　■　Ｄ産
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４－１－３．中性化試験、塩分濃度測定 

  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 石田高架橋の下部工（A2橋台竪壁）より採取したコアを用いて、中性化試験と塩分
濃度測定を行った。 
 中性化については、中性化残り(かぶり－中性化深さ)が全て 10㎜以上であり、中性
化による鋼材腐食の可能性はないことが分かった。また、塩分濃度も腐食発錆限界濃

度 1.2kg/m3に対し 0.14 kg/m3と小さく、塩害の可能性はないと判断された。 

表４－９．中性化試験、塩分濃度測定結果 

細：Ｃ産（海砂）
細：Ｅ産（砕砂）
粗：Ｅ産

細：Ｃ産（海砂）
細：Ｅ産（砕砂）
粗：Ｅ産

細：Ｈ産（海砂）
細：Ｅ産（砕砂）
粗：Ｅ産

細：Ｈ産（海砂）
細：Ｅ産（砕砂）
粗：Ｅ産

製造プラント名 ｃ工場 ｃ工場 ｂ工場 ｆ工場

コンクリート規格 24-8-20BB 24-8-20BB 24-8-20BB 24-8-20BB

コア採取箇所
P66
橋脚
躯体部

P67
橋脚
躯体部

P68
橋脚
躯体部

A2
橋台
竪壁

部材厚さ、鉄筋間隔
（mm）

2000×150×125
2000×150×
125

2000×150×
125

1500×250×250

ひび割れパターン 全て幅0.2mm以下  幅0.4mm　亀甲状 全て幅0.2mm以下  幅0.6mm　2方向

コア本数 3 3 3 6

平均値 12.9

最大値 14.0

平均値 14.3

最大値 18.5

平均値 9.6

最大値 19.0

主筋のかぶり厚さ
(㎜) 125.0

中性化深さの予測
値
(㎜)

4.3

中性化残り
10mm以上か？ OK

平均値 300%

最大値 326%

平均値 333%

最大値 430%

平均値 223%

最大値 442%

平均値に対する平均
(％） 285.3%

塩分濃度測定 0.14kg/m
3

石田高架橋

下部工

NO.2

NO.3

中性化深さ
（mm）

予測値に対する比
率
（％）

NO.1

NO.2

NO.3

NO.1
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※中性化深さの予測値について  

  
 2007 年制定 コンクリート標準示方書 ［設計編：本編］  

  8.3.6 中性化に伴う鋼材腐食に対する照査 より 
 
yd＝γcb・αd√t 
 yd：中性化深さの設計値 
  γcb：ydのばらつきを考慮した安全係数 γcb＝1.15（一般） 
  ｔ：材齢（年）    ｔ＝8.75年（H22年 6月時点） 
  αd：中性化速度係数の設計値（mm/√年） 
   αd＝αk・βe・γc 
    βe：環境作用の程度を表す係数  βe＝1.0（乾燥しにくい環境） 
    γc：コンクリートの材料係数  γc＝1.0（一般部） 
    αk：中性化速度係数の特性値（mm/√年） 
     αk＝-3.57＋9.0W/B 
      W/B：有効水結合材比 
       W：単位体積あたりの水の質量  W＝165kg 
       B：単位体積あたりの有効結合材の質量  
        B＝Cp＋κ・Ad 
         Cp：単位体積あたりのポルトランドセメントの質量 Cp＝306kg 
         κ：混和材の種類により定まる定数 κ＝0.7 
         Ad：単位体積あたりの混和材の質量 Ad＝3.24kg 
        B＝306＋0.7×3.2＝308.3（kg） 
     αk＝-3.57＋9.0×165/308.3＝1.247（mm/√年） 
    αd＝1.247×1.0×1.0＝1.25（mm/√年） 
   yd＝1.15×1.25×√8.75＝4.3（mm） 
 
 
  
 
 
 
 
 
 
 

85



４－１－４．圧縮強度と引張強度 

 
 
 
 
 

表４－１０．圧縮強度、引張強度の試験結果 

 金熊寺川高架橋の下部工（A01 橋台竪
壁）、石田高架橋の下部工（A2橋台竪壁）
より採取したコアを用いて、圧縮強度と引

張強度の相関を調べた。 
 引張強度は、2007 年制定 コンクリート標

準示方書 ［設計編：本編］ 5.2.1 強度 に

基づく特性値（0.23ｆ'ck2/3＝1.91N/mm2）

を全て上回った。一方、f'ckを実際の圧縮
強度とした場合、引張強度の計算値に対す

る発現強度は金熊寺川高架橋で 105％、石
田高架橋で 94％となり多少のばらつきは
認められたが、比較的良い相関を示した。

金熊寺川高架橋 石田高架橋

下部工 下部工

細：A産（海砂）
細：B産（砕砂）
粗：B産

細：Ｈ産（海砂）
細：Ｅ産（砕砂）
粗：Ｅ産

製造プラント名 ａ工場 ｆ工場

コンクリート規格 24-8-20BB 24-8-20BB

コア採取箇所
A01
橋台
竪壁

A2
橋台
竪壁

部材厚さ、鉄筋間隔
（mm）

1900×250×250 1500×250×250

ひび割れパターン 幅0.4mm　縦1方向  幅0.6mm　2方向

コア本数 3 6

36.0 35.0

39.9 34.6

41.8 35.2

設計基準強度を上
回っているか？ OK OK

2.66 2.23

2.34 2.43

3.40 2.28

設計基準強度に対
する引張強度 1.91 1.91

2.51 2.46

2.69 2.44

2.77 2.47

設計基準強度に対
する引張強度を上
回っているか。

OK OK

106.1% 90.6%

87.1% 99.5%

122.7% 92.3%

平均(％） 105.3% 94.1%

備考（削孔コア径） φ１００
全種試験
φ１００

備考（削孔コア長） Ｌ＝７５０
全種試験

Ｌ＝３００（促進膨張）
Ｌ＝７５０（全数試験）

A/B：引張強度比
（％）

A：引張強度

（N/mm2）

B：コンクリート標準示
方書より算出した圧
縮強度に相当する引

張強度（N/mm2）

0.23ｆ’ｃｋ
2/3

圧縮強度（N/mm2）
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）
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産
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産
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海
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）
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：
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産
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産
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海
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）
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産
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産
（
海
砂
）

細
：
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砂
）
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：
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産

細
：
Ｃ
産
（
海
砂
）

細
：
Ｅ
産
（
砕
砂
）

粗
：
Ｅ
産

細
：Ｃ
産
（海
砂
）

細
：Ｅ
産
（
砕
砂
）

粗
：Ｅ
産

製
造
プ
ラ
ン
ト
名

ａ
工
場

ｃ
工
場

ｃ
工
場

ｄ
工
場

ｄ
工
場

ｂ
工
場

ｂ
工
場

ｄ
工
場

ｄ
工
場

ｄ
工
場

コ
ン
ク
リ
ー
ト
規
格

24
-
8-
20
B
B

40
-
12
-2
0
H

4
0-
12
-
20
H

2
4-
8
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0
B
B

2
4
-8
-2
0
B
B

24
-8
-
20
B
B

2
4
-8
-
20
B
B

5
0
-8
-2
0
N

30
-8
-
20
N

30
-
8-
20
N

コ
ア
採
取
箇
所

A
0
1

橋
台
竪
壁

A
1
-
P
1

P
C
ポ
ス
テ
ン
箱
桁

主
桁

P
2
-
P
3

P
C
ポ
ス
テ
ン
箱
桁

主
桁

P
2
1

橋
脚
躯
体
部

P
2
3

橋
脚
躯
体
部

P
3
1

橋
脚
躯
体
部

P
3
2

橋
脚
躯
体
部

高
強
度
の
た
め
採
取

し
な
い
。
（
プ
レ
ビ
ー
ム

桁
添
接
部
）

P
1
4
-
P
1
5

プ
レ
テ
ン
T
桁

横
桁

P
1
5
-
P
1
6

プ
レ
テ
ン
T
桁

横
桁

部
材
厚
さ
、
鉄
筋
間
隔

（
m
m
）
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×
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50
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0
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1
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5
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0
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0
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5
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）
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害
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・ 金熊寺川高架橋の下部工（A01橋台竪壁） 
  山中川東高架橋の上部工（P2～P3径間主桁） 
  自然田高架橋の下部工（P21※、P23、P31、P32※各橋脚の躯体） 
         上部工（P14～P15径間横桁） 
  菟砥川高架橋の上部工 
  （P35～P36径間の横桁※と床版、P41～P42径間横桁※、P42～P43径間横桁） 
  石田高架橋の下部工（P67橋脚躯体※、A2橋台竪壁） 
 
より採取したコアを用いて、岩種判定と骨材試験、配合推定を行った（※は骨材試験のみ）。 
・岩種判定は、金熊寺川高架橋の下部工より採取したコアのみ、流紋岩溶結凝灰岩（粗骨

材はＢ産）を主体とし、その他は全て砂岩を主体とした。それ以外の岩種では、頁岩、礫

岩の混入率の高いものがあった。 
・岩種判定では、全てのコアで ASR 反応無しとなったが、山中川東高架橋（上部工）、菟
砥川高架橋（上部工）のコアで僅かに反応リムが見られた。 
・骨材試験では、山中川東高架橋（上部工）、菟砥川高架橋（上部工）、石田高架橋（下部

工）のコアより採取した骨材が、化学法で ASRに対し有害と判定された。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
・配合推定では、自然田高架橋の下部工から採取されたコアの水セメント比が 65.6～67.0％
となり、配合設計上の 54.0％より高かった。その他のコアは全て、配合設計と近い値を示
した。 
 
 
 

図４－９．山中川東高架橋 上部工コアより採取した骨材の化学法試験結果 
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４－１－６．ASR に関する試験 

（１）施工時の品質証明 
 各橋梁では使用するコンクリートの材料承諾において、化学法、またはモルタルバー法

による試験報告書を提出している。山中川東高架橋における化学法の試験結果を図４－１０

に、モルタルバー法の試験結果を図４－１１に示す。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図４－１０．山中川東高架橋 材料承諾時の試験結果（化学法） 
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（２）促進養生試験による残存膨張量 
 石田高架橋の下部工より採取したコアを用いて、JCI-DD2 法（アルカリ骨材反応を生じ
たコンクリート構造物のコア試料による膨張率の測定方法(案)）により残存膨張量を測定し
た。結果は以下に示すとおり、有害でない（残存膨張性なし）と判断された。 
 

 
 

 

 

 全膨張率(%) 
試料番号 基長 14日 28日 56日 91日 
No.4 0.033 0.041 0.045 0.046 0.047 
No.5 0.030 0.038 0.042 0.043 0.044 
No.6 0.024 0.030 0.034 0.035 0.034 
 
・材齢 91 日(３箇月)における全膨張率はNo.4が 0.047％、No.5が 0.044％、No.6が 0.034%
である。 
・いずれも、判定基準※の 0.05％を下回っている。 
※判定基準：13週間養生して 0.05％以上の膨張量を示すものを有害または、潜在的有害と
判定する（建設省総合プロジェクト「コンクリートの耐久性技術の開発」）。 

 
 
 
 

図４－１２．膨張率の測定結果 

表４－１３．膨張率一覧 
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４－２．ひび割れの画像診断 

 

業務名：第二阪和国道橋梁調査検討業務（平成 20年度） 
発注者：浪速国道事務所 

 
 上記業務において、平成 18年、平成 21年に撮影された山中川東高架橋の２枚の画像（写
真４－１、２）を比較し、ひび割れ長さの進展について調査を行った。 

 結果を以下に示す。総延長の比較では５％程度の進展が見られるが、撮影環境の相違に

よる誤差の可能性も高く、実際にひび割れが成長しているかどうかは分からない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表４－１４．山中川東高架橋 外面ひび割れ長さの比較 
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４－３．新しい収縮試験の提案 

 
４－３－１．概要 

 第２回委員会において、綾野委員（岡山大学）から新しい収縮試験の提案があり、委員会で実施を決定

した。 
 通常の収縮試験（モルタル及びコンクリートの長さ変化試験方法 JISA1129、セメントペースト、モルタルおよび

コンクリートの自己収縮および自己膨張試験方法 JCI-SAS2-2）は、100□×400の供試体を作成し、乾燥収縮
ひずみ及び自己収縮ひずみを測定する。この場合、前者は水中養生後の材齢７日目、後者は脱型直後を基

準に、以降の長さ変化量を測定する。 
完成済みの構造物における収縮量を推定する場合も、これまでは同一の材料を用いて供試体を作成し、

試験を実施していた。同一材料の入手が容易な場合は問題がないが、そうでない場合には既設より採取し

たコアから骨材を分離して使用する方法が一般的であった。コアを直接、収縮試験にかけることができれ

ば、そうした労力を費やす必要がないが、そもそも完成から年月を経た構造物は乾燥等収縮が終了してい

る、との考え方が一般的であり、国内で実施されたことはなかった。 
これに対し綾野委員より、部材厚が 50cm程度あると内部の乾燥収縮はほとんど進行しておらず、部材

深部より採取したコアの収縮量は概ね、構造物が保有する収縮のポテンシャルと一致する、との意見があ

り、採取コアを用いた収縮試験を実施することになった。 
コア表面は削孔時の水分を吸っており、採取したφ100 のコアからさらに小さい径のコアを切り出す等

の特別な配慮が必要だが、コアから骨材を分離する方法に比べ試験体の製作は容易で、構造物に使用され

たコンクリートと同一という意味で試験の信頼性が高い。 
試験結果を４－３－４に示すが、打設後 7～8年を経ているにも関わらず、最終予想値で 1,000μを超える

収縮ひずみを示す供試体もあり、本試験の有効性が確認された。 
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４－３－２．試験手順 

 試験の手順を以下に示す。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

写真４－３．コアの採取 

写真４－４．成形（その１） 
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写真４－５．質量の測定 

写真４－６．成形（その２） 
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写真４－７．コア採取後の保管方法 

写真４－８．コンタクトゲージの取付け（その１） 
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写真４－９．コンタクトゲージの取付け（その２） 

写真４－１０．コンタクトゲージ取付け中の試験体の保管方法 
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写真４－１１．測定（その１） 

写真４－１２．測定（その２） 
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４－３－３．試験体の採取 

 コア採取から試験体の養生方法までを以下に示す。 
 試験体の採取は、綾野委員の指導の下に行なわれた（平成 21年 2月 24日）。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

写真４－１３． 

金熊寺川高架橋A1（右：綾野委員） 

写真４－１４． 

石田高架橋 コア抜き状況 

写真４－１５． 

コア抜き後の孔内 

写真４－１６． 

菟砥川高架橋 コア切断状況 

写真４－１７． 

同上 

写真４－１８． 

質量計測 
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写真４－１９． 

採取位置記録 

写真４－２０． 

ペーパータオルによる梱包 

 写真４－２１． 

同上 

写真４－２２． 

ラッピング 

写真４－２３． 

同上 

写真４－２４． 

緩衝材による梱包→搬送 
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４－３－４．試験結果 

１）コア採取位置 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
試験体は上記４橋より３体ずつ、計 12体を採取している。 

金熊寺川高架橋 

下部工（A1）竪壁部 

自然田高架橋 

上部工（P14～P15）横桁部 

菟砥川高架橋 

上部工（P42～P43）横桁部 

石田高架橋 

下部工（A2）竪壁部 

部材厚 

図４－１３．試験体の採取位置 

No． 採取場所 細骨材１ 細骨材２ 粗骨材
躯体全長
(mm)

表面から
試験体中央
までの距離
(mm)

1 石田No.1 495
2 石田No.2 660
3 石田No.3 600
4 自然田No.1 310
5 自然田No.2 310
6 自然田No.3 310
7 菟砥川No.1 290
8 菟砥川No.2 290
9 菟砥川No.3 300
10 金熊寺川No.1 740
11 金熊寺川No.2 600
12 金熊寺川No.3 660

E産
（砕砂）

E産 600

B産
（砕砂）

B産 1,900

E産
（砕砂）

E産 1,500

E産
（砕砂）

E産 600

C産
（海砂）

C産
（海砂）

H産
（海砂）

A産
（海砂）

104



２）計測状況 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

写真４－２５．試験体の保管状況 

写真４－２６．試験体とゲージ 

写真４－２７．試験体の設置状況 
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３）試験結果 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 測定は炭酸化の影響が出てきたため、およそ６ヶ月で終了とした。 

 最終予想値を以下に示す。６ヶ月での測定値は、最終値のおよそ 80％程度となっている。 
 

    
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

最終ひずみ（双曲線で回帰した最終予想値） 
 自然田高架橋  ： 1,090 × 10-6 
 石田高架橋  ： 1,172 × 10-6 
 菟砥川高架橋  ：  782 × 10-6 
 金熊寺川高架橋 ：  789 × 10-6 

0

200

400

600

800

1,000

0.1 1 10 100 1,000

乾
燥
収
縮
ひ
ず
み
（
×
1
0
-
6 ）

乾燥期間（日）

●：自然田高架橋
■：菟砥川高架橋
▲：石田高架橋
○：金熊寺川高架橋

図４－１４．乾燥収縮ひずみ 

106



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

0.00

0.50

1.00

1.50

2.00

2.50

0.1 1 10 100 1,000

水
分
損
失
（
％
）

乾燥期間（日）

●：自然田高架橋
▲：石田高架橋
■：菟砥川高架橋
○：金熊寺川高架橋

図４－１５．水分損失 
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図４－１６．水分損失と乾燥収縮ひずみの相関 
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４－４．同一産地の骨材を使用した供試体による試験 

４－４－１．採取コンクリートによる試験 

（データ提供：浪速国道事務所） 

 第二阪和国道で使用されたものと同じ産地の粗骨材を使用した、稼働中工事のコンクリートを用いて供

試体を作成し、各種試験を行った。 

 使用したコンクリートは以下の２種類である。 

・工事Ⅰ（24-8-20BB）：粗骨材 Ｂ産 
・工事Ⅱ（24-8-20BB）：粗骨材 Ｅ産 
 

（１）圧縮強度と静弾性係数 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 28日強度とヤング係数（静弾性係数）の相関を図４－１７に示す。ヤング係数は、コンクリート標準示方
書に示される標準値の概ね 90％となっており、第二阪和国道のデータより高い目の数値となった。 
 第二阪和国道のデータは上部工を中心に富配合なものが多いが、下部工は同じ 24-8-20BBのため、抽出
して比較を行ったものが図４－１８である。やはり、今回のデータは粗骨材の産地を問わず、高い目のヤン

グ係数となっている。 
 今回は、コア抜きでなくフレッシュコンクリートから作成した供試体による試験のため、相対的に高い

ヤング係数を示す傾向はあると思われるが、はっきりした原因は分からない。骨材も産地が同一というだ

けで、岩種や物性値の差異については不明である。 
 

 

 

 

表４－１５．圧縮強度と静弾性係数 試験結果 

材齢
（日）

圧縮強度

(N/mm
2
)

平均

（N/mm
2
)

静弾性係数

(kN/mm
2
)

平均

(kN/mm
2
)

工事Ⅰ　① 22.2
工事Ⅰ　② 22.8
工事Ⅰ　③ 23.1
工事Ⅱ　① 22.2
工事Ⅱ　② 22.0
工事Ⅱ　③ 21.7
工事Ⅰ　① 36.3 26.5
工事Ⅰ　② 36.0 29.0
工事Ⅰ　③ 36.6 25.8
工事Ⅱ　① 36.5 27.8
工事Ⅱ　② 37.8 29.2
工事Ⅱ　③ 39.0 23.0

26.7

27.1

－ －

－ －

7

28

22.0

22.7

37.8

36.3
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図４－１７．圧縮強度と静弾性係数の相関 

図４－１８．圧縮強度と静弾性係数の相関（24-8-20BB比較） 
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（２）乾燥収縮ひずみ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 JIS長さ変化試験により乾燥収縮ひずみを測定した。 
 乾燥開始材齢６ヶ月の収縮ひずみは、工事Ⅰのコンクリートで 767μ、工事Ⅱのコンクリートで 920μ
となり、後者が高い値を示した。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

図４－１９．乾燥収縮ひずみの測定結果 

工事Ⅰ

工事Ⅱ

工事Ⅰ（24-8-20BB）
粗骨材（B産）

工事Ⅱ（24-8-20BB）
粗骨材（E産）
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（３）自己収縮ひずみ 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 JCI法に準拠し、材齢 42日における自己収縮ひずみを測定した。 
 使用骨材が前処理（洗い出し、希塩酸処理）した微粒分の流出品であり、工事Ⅰのコンクリートで 10
μ、工事Ⅱのコンクリートで 28μと何れも小さい収縮量となった。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

図４－２０．自己収縮ひずみの測定結果 

工事Ⅰ

工事Ⅱ

工事Ⅰ（24-8-20BB）
粗骨材（B産）　配合W/C=55％

C=300kg/m3、W=165kg/m3

工事Ⅱ（24-8-20BB）
粗骨材（E産）　配合W/C=55％

C=300kg/m3、W=165kg/m3
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４－４－２．試験練り供試体による試験 

  

 業務名：コンクリート品質試験業務（平成 21年度） 
 発注者：近畿技術事務所 

  
 第二阪和国道で使用されたものと同じ産地の粗骨材を用いて試験練りでコンクリートを製造し、各種試

験を実施した。 

 対象コンクリートは以下のとおりである。 

・36-12-20H（ポステン PC上部工の標準的な仕様）：粗骨材 Ｅ産 
 試験は、収縮ひずみの低減対策として使用されることの多い混和材料（膨張材、収縮低減剤）の効果と、

添加したコンクリートの物性確認を目的とし、コンクリートの長さ変化試験、拘束膨張試験、自己収縮試

験及び凍結融解試験の４項目について実施した。 
 
（１）配合 

 コンクリートの配合を表４－１６、フレッシュ性状を表４－１７に示す。フレッシュ性状について、目標ス

ランプは 12.0±1.5cmとした。また、凍結融解試験を行うにあたって、空気量が耐久性に影響しないよう
に目標空気量を 4.5±0.5%に設定し、試し練りを行った。 
 

 
 

配合№3及び 4に関して、AE助剤の使用量が 100Aとなった。 
今回使用した収縮低減剤と AE助剤の組合せの場合、目標空気量を 4.5±0.5%に調整するために
は、多量に AE助剤が必要となることが確認された。 

W C S1 S2 G1 G2 膨張材 収縮低減剤 AE助剤

160 381 539 231 491 491 0 0 0.008（2A）

W C S1 S2 G1 G2 膨張材 収縮低減剤 AE助剤

160 361 539 231 491 491 20 0 0.008（2A）

W C S1 S2 G1 G2 膨張材 収縮低減剤 AE助剤

160 381 539 231 491 491 0 6 0.4(100A)

W C S1 S2 G1 G2 膨張材 収縮低減剤 AE助剤

160 361 539 231 491 491 20 6 0.4(100A)

配合№2
（膨張材）

配合№3*
（収縮低減剤）

配合№4*
（収縮低減剤
+膨張材）

コンクリートの単位量（㎏/m3）

高性能AE減水剤

4.57(1.2%)

コンクリートの単位量（㎏/m
3
）

高性能AE減水剤

4.57(1.2%)

高性能AE減水剤

コンクリートの単位量（㎏/m3）

4.57(1.2%)

高性能AE減水剤

4.57(1.2%)

12

粗骨材の最大寸法
（㎜）

20

コンクリートの単位量（㎏/m
3
）

42 43.8 H36

配合№1
（無添加）

配合

水セメント比
W/C（％）

S/a
（％）

呼び強度

（N/㎜
2
）

スランプ
（㎝）

セメントの種類
による記号

表４－１６．コンクリートの配合 
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（２）試験条件 

 使用した材料を表４－１８に示す。 

 

    

材    料 仕   様 

セメント   早強ポルトランドセメント：住友大阪セメント社製 

膨 張 材  ハイパーエクスパン：太平洋セメント社製 

海砂：（Ｍ産）※第二阪和で未使用 

表乾密度：2.60g/cm3   

絶乾密度：2.57g/cm3 ≧ 2.5g/cm3（JIS A 5308） 
吸水率：1.35%    ≦ 3.5%（JIS A 5308） 

粗粒率（F.M.）：2.53 

細 骨 材 

砕砂：Ｊ産 

表乾密度：2.63g/cm3 

絶乾密度：2.60g/cm3 ≧ 2.5g/cm3（JIS A 5005） 
吸水率：1.22%    ≦ 3.0%（JIS A 5005） 

粗粒率（F.M.）：2.59 

粗 骨 材 

 砕石（2005）：Ｅ産【(2010):50%，（1505）:50%】 

表乾密度：2.59g/cm3 

絶乾密度：2.56g/cm3 ≧ 2.5g/cm3（JIS A 5005） 

吸水率：1.79%    ≦ 3.0%（JIS A 5005） 

粗粒率（F.M.）：6.68 

（参考値） 砕石（2015）：Ｌ産  吸水率：0.55% 

      砕石（2015）：Ｉ産  吸水率：0.53% 

収縮低減剤  テトラガードAS21：太平洋マテリアル社製 

混 和 剤 
高性能AE減水剤：レオビルドSP-8SV 

AE助剤（空気調整剤）：マイクロエア202 
：BASFﾎﾟｿﾞﾘｽ物産社製 

水  上水道水 

スランプ（㎝） 空気量(%) コンクリート温度(℃)
配合№1
（無添加）

12.0 4.5 20.5

配合№2
（膨張材）

12.5 4.5 20.5

配合№3*
（収縮低減剤）

10.5 4.5 20.5

配合№4*
（収縮低減剤+膨張材）

12.0 5.0 20.5

試験結果

表４－１７．フレッシュ性状 

表４－１８．使用材料 

※配合№1 及び配合№3 については、凍結融解試験を実施するため、空気量のバ

ラツキがないコンクリートを作製することに努めた。 
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（３）試験結果 

１）凝結試験 

 自己収縮試験で自己収縮の開始時間を把握するため、各配合

での始発時間を測定した。 
 凝結試験結果を表４－１９に示す。無添加及び膨張材を添加し

たコンクリートの始発時間は、７時間程度と近似していたが、

収縮低減剤を添加したコンクリートの始発時間は、２時間程度

遅延され、8.44時間であった。これは、収縮低減剤が硬化時間
を遅延したものと考える。 
 

２）自己収縮試験 

自己収縮試験終了の目安は、１日の変化量が１％以下となった材齢での値とし、自己収縮量をまとめる。

配合 NO.1及び NO.3は材齢 58日（材齢約 8週）、配合 NO.2は材齢 105日（材齢 15週）で１日の変化
量が 1%以下となったため、測定を終了することとした。各材齢までの自己収縮試験結果を図４－２１に示
す。 
 無添加の配合 NO.1は、測定開始から収縮傾向を示しており、自己収縮量は、材齢 58日（材齢約 8週）
で-214μとなった。 
 膨張材を添加した配合NO.2は、測定開始から膨張傾向を示し、材齢 1日で最大値 214μを示した。ま
た、自己収縮量は、材齢 105日（材齢 15週）で+44μとなった。 
収縮低減剤を添加した配合 NO.3は、膨張材混入の配合 NO.2と同様に、測定開始から膨張傾向を示し

た。測定したひずみは、材齢 14～15時間後に最大値 27μを示し、材齢 28時間後に 0μを示した。また、
自己収縮量は、材齢 58日（材齢約 8週）で-138μとなった。 
 

表４－１９．凝結試験結果 

始発時間
（h）

配合№1（無添加） 7.05
配合№2（膨張材） 7.01
配合№3（収縮低減剤） 8.44

図４－２１．自己収縮試験結果 
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３）膨張コンクリートの拘束膨張・収縮試験 (JIS A 6202-B法) 
①材齢 26週までの測定結果 
水中養生材齢 7日後と気中養生での材齢 26週までの測定結果を図４－２２及び表４－２０に示す。 

 無添加の配合 NO.1 は、水中養生中の測定開始時から収縮傾向を示し、材齢 7 日で-35μ を示した。そ
の後、気中養生を行い材齢 26週には-702μを示した。 
 膨張材を添加した配合NO.2は、水中養生中の測定開始時から膨張傾向を示し、材齢 7日で 196μを示
した。その後、気中養生を行い、材齢１週で-115μ、材齢 26週で-493μを示した。 
膨張材及び収縮低減剤を添加した配合 NO.4は、膨張材混入の配合 NO.2と同様に、水中養生中の測定

開始時から膨張傾向を示し、材齢 7日で 255μを示した。その後、気中養生を行い、材齢 1週で-2μ、材
齢 26週で-300μを示した。 
膨張材のみの配合よりも収縮低減材を添加したものの方が、より収縮低減効果が確認できている。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図４－２２．膨張コンクリートの拘束膨張・収縮試験(JIS A 6202-B 法) 

表４－２０．膨張コンクリートの拘束膨張・収縮試験の長さ変化測定結果 

-702

-35

-283

-657 -681

-493

196

-115

-440
-464

-300

255

-2

-252
-279

-1000

-800

-600

-400

-200

0

200

400

0 21 42 63 84 105 126 147 168 189

養生期間（日）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　養生期間（週）

長
さ
変
化
（
μ
）

配合№１（無添加）

配合№２（膨張材）

配合№４（収縮低減剤＋膨張材）

収縮傾向　↓

膨張傾向　↑

水中養生
（20±1℃）

気中養生
（20±2℃，60±5％R.H）

0　7：0　 2　 　   5　　   8　     11      14       17      20      23       26

0 2 7 0 1 4 7 8 13 22 26
配合№１（無添加） 0 -37 -283 -497 -578 -598 -657 -681 -702
配合№２（膨張材） 0 141(178) -115(168) -268(229) -363(215) -379(219) -440(217) -464(217) -493(209)
配合№４（収縮低減剤＋膨張材） 0 206(243) -2(281) -62(435) -151(427) -165(433) -252(405) -279(402) -300(402)
※）　表中（　　）内の数値は、材齢毎の無添加との長さ変化の差を表したものである。

255(290)

水中養生［20±1℃］
材齢（日）

-35
196(231)

気中養生［20±2℃，60±5%R.H.］
材齢（週）
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②水中養生 7日後を基長（長さ変化 0）とした場合の測定結果 
 気中養生の測定結果を用いて作成した長さ変化と材齢との関係を図４－２３に示す。図４－

２３は、水中養生 7日までの膨張によるデータを削除し、コンクリートの長さ変化試験結果
と比較するために作成し直したものである。 
無添加の配合NO.1と膨張材を添加した配合 NO.2の測定結果は、概ね同程度の長さ変化

を示していることが確認できた。したがって、膨張材の効果は、水中養生中の７日間で収

束することが考えられる。膨張材及び収縮低減剤を添加した配合 NO.4は、材齢 1週までの
傾きは配合 NO.1及び配合 NO.3と同程度の傾向を示しているが、材齢が経過するに従い、
傾きは緩やかになっており、収縮低減効果を確認することができた。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図４－２３．水中養生 7日後を基長（長さ変化 0）とした長さ変化 
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４）コンクリートの長さ変化試験【JIS A 1129-2】 

①材齢 26週までの測定結果 
材齢 26週までのコンクリートの長さ変化試験結果を図４－２４に示す。 

 無添加の配合NO.1は、材齢 26週で-909μを示し、収縮低減剤を添加した配合NO.3は、
材齢 26週で-729μを示した。材齢 26週までの試験結果から、収縮低減剤を添加した供試
体のひずみは、無添加に比べて 180μ 小さく、収縮低減剤による収縮低減効果を確認する
ことができた。 
  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②拘束膨張試験とコンクリートの長さ変化試験との比較 
ここでは、無添加の配合NO.1などの試験結果を用いて、膨張コンクリートの拘束膨張・

収縮試験【JIS A 6202-B法】とコンクリートの長さ変化試験【JIS A 1129-2】との比較を
行った。 
 材齢 26週までの拘束膨張試験とコンクリートの長さ変化試験における長さ変化の関係を
図４－２５に示す。無添加の配合 NO.1におけるコンクリートの長さ変化は、拘束膨張による
長さ変化の 1.36倍（材齢 7週時点：1.30倍）であることが確認できた。これは、拘束膨張
試験の供試体中に写真４－２８のように鋼棒を埋め込んでいるため、拘束により収縮が抑制

されることが原因と推察する。 
また、３）②で膨張材の効果は７日で収束するということが確認されたことから、参考

に拘束膨張試験で実施した配合 NO.4（収縮低減剤＋膨張材）と長さ変化試験で実施した配
合 NO.3（収縮低減剤）の結果を比較した。コンクリートの長さ変化は、拘束膨張による長
さ変化の 1.30倍であり、無添加の場合とほとんど変わらない傾向を示した。 

 
 

図４－２４．コンクリートの長さ変化試験結果 

-909-890

-857
-768

-714

-618

-355

-729-710
-663

-567

-232

-515

-425

-1000

-900

-800

-700

-600

-500

-400

-300

-200

-100

0

0 2 4 6 8 10 12 14 16 18 20 22 24 26

乾燥期間（週）

乾
燥
収
縮
ひ
ず
み
　
（
×
1
0-
6
）

配合№１（無添加）

配合№３（収縮低減剤）

117



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
５）凍結融解試験(JIS A 1148) 
 各 3 本の供試体を用いて 300サイクルまでの凍結融解試験を行った結果を図４－２６に示
す。 

300サイクル経過時点での無添加の配合 NO.1の相対動弾性係数は、100%を保っている
のに対し、収縮低減剤を添加した配合 NO.3 の相対動弾性係数は、120 サイクルで 40%ま
で低下した。 
配合NO.1及び配合NO.3のフレッシュ性状は、凍結融解が空気量の影響を受けないよう

に、4.5%と一定にしていることから、収縮低減剤が耐凍害性を低下させる要因となってい
ることが考えられる。 
また、配合NO.1及び配合 NO.3で質量を測定しており、300サイクル及び 120サイクル

経過時点での質量減少は認められなかった。特に、配合NO.3は、120サイクルで相対動弾
性係数が 40%まで低下したが、質量減少は生じておらず、目視観察でも表面にポップアウ
トなどの変状は認められていないことから、凍害の影響によるコンクリート内部からの破

壊が生じたものと考えられる。 
 

 

 

 
 
 
 
 

写真４－２８．拘束器具の型枠セット状況 
（JIS A 6202 附属書 2―Ｂ法） 

図４－２５．拘束膨張試験とコンクリート 

       の長さ変化試験における収縮量の関係 

 [材齢 26週経過] 

y = 1.36x

y = 1.30x

0

200

400

600

800

1000

0 200 400 600 800 1000 1200
拘束膨張試験による長さ変化量（μ）

長
さ
変
化
試
験
に
よ
る
長
さ
変
化
量
（
μ
）

配合№1（無添加）

配合№3（収縮低減剤）、配合№4（収縮低減剤＋膨張材）

118



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

（ａ）相対動弾性係数 
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図４－２６．凍結融解試験結果 
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４－５．各種試験結果まとめ 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 

山中川東高架橋 

ひび割れ追跡調査 
P2～P3 間は、桁下面にひび割れが集中している箇所があるため、平成 18

年の橋梁定期点検時に画像撮影による解析を試みている。平成 20 年度も

同じ手法で画像解析を行い、結果を比較した。細かなひび割れは微増した

が、0.5 ㎜以上のひび割れは増えていない結果となった 

圧縮強度・静弾性

係数 

圧縮強度は設計基準強度を全て上回った。静弾性係数は「非破壊試験を用

いたコンクリート構造物を用いたコンクリート構造物の健全度診断マニ

ュアル」の標準値以上であるが、コンクリート標準示方書の標準値に対し

ては 62.5～89.3％となり下回った。 

中性化試験 中性化残り(かぶりー中性化深さ)は全て 10 ㎜以上となり、鋼材腐食の可

能性はないことが分かった。 

塩分試験 全て腐食発生限界濃度 1.2kg/m3を下回った。 

引張強度試験 ①試験で求められた引張強度は設計基準強度（24N/mm2)に対する引張強度

を全て上回った。 

②引張強度の試験値は、圧縮強度の試験値から求まる推定値に対しコアご

とでは 87.1～122.7％とばらついたが、平均値としては 94.1～105.3％と

なり概ね一致した。 

骨材試験 ＡＳＲに対し有害と判定されたものは、Ｅ産の粗骨材である。いずれも、

モルタルバー法では無害と判定されている。ただし、Ｅ産の粗骨材が全て

有害と判定されたわけではない（ｄ工場）。 

岩種判定 いずれも、アルカリ骨材反応の発生は認められなかった。但し、反応リム

がわずかに認められたものがあった。 

配合推定試験 600℃ Ig loss による水セメント比は、配合報告書上のものに近いが、

自然田高架橋の下部工（P23、P31）に関しては、配合報告書よりも 10％

以上高い値となった。 

促進膨張試験 いずれも、判定基準※の 0.05％を下回った。 

※判定基準：13 週間養生して 0.05％以上の膨張量を示すものを有害また

は、潜在的有害と判定する。 

乾燥収縮試験 コンクリート打設後 5年以上経過しているにもかかわらず、構造物深部の

乾燥収縮はほとんど進行しておらず、コア抜き後の乾燥収縮ひずみは最終

予測値で 782～1,172μを示した。 
生コンによる乾燥

収縮試験 

同一産地の骨材を使用している別工事のコンクリートから供試体を作成

し試験を実施した。測定材齢 26 週（182 日）における乾燥収縮ひずみは、

２件の配合で 767μ、920μを示した。 
生コンによる自己

収縮試験 

同様、自己収縮試験を実施した。材齢 42 日おける自己収縮ひずみは、２

件の配合で 10μ、28μとなった。 

結果一覧 
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まとめ 

①コンクリートの材質面で言えば、中性化や塩害等を原因とする鉄筋の腐食を促す要素は無

かった。 

②また、継続的なひび割れ進行が懸念されるアルカリ骨材反応の兆候も無かった。 

③これらと目視によるひび割れ追跡調査の結果を総合すれば、ひび割れの今後の進行性は

高くないものと考えられる。 

④ただ、コンクリート強度に比して、ヤング係数（静弾性係数）は低い傾向にあった。また、構

造物深部の乾燥収縮は進行しておらず、しかも最終収縮ひずみが 1,000μを越えるものもあっ

た。これらが、コンクリートの 70％を占める骨材が原因なのか、生コンを用いた乾燥収縮試験

で傾向をつかむことはできたが、確証を得るにはサンプル数が少なすぎる。 

⑤しかし、これらの条件を解析に反映することで、ひび割れ原因の特定は可能と考え、再現解

析等を試みた。 
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